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今こそ岩手の知財を世界に広げましょう！今こそ岩手の知財を世界に広げましょう！

　現在、国内の中小企業において自社の技術・商品を活用した海外戦略が急激に進んでおります。当センターではこの
ような知財のグローバル化を視野に入れている岩手県内の中小企業を対象として、特許権等知的財産権の外国出願費
用を支援する事業を実施します。今年度からは実用新案権も対象となっております。
　予算枠がなくなり次第、事業終了しますので、お早めにお申し込みくださるよう、お願い申しあげます。
　詳細につきましては担当にお電話いただくか、当センターWEBサイトをご覧ください。

産業支援グループ　TEL 019-631-3823　FAX 019-631-3830　http://www.joho-iwate.or.jp/fipr/

プラットフォームメーリングリスト

対 象 権 利

お問い合わせ
お申し込みは

産業支援グループ　TEL 019-631-3823　FAX 019-631-3830お問い合わせ
お申し込みは

特許権、実用新案権、商標権、意匠権
※冒認対策商標…いわゆる「抜け駆け対策」。商標が他者によって出願さ
れ、その国でのビジネスができなくなることを防ぐものです。

補 助 金
対象費用の 1/2 の補助を行い、上限は特許 150 万円、意匠・
商標 60 万円までとします。（1 企業が複数件の申込を行う場
合、１ヶ年度における上限は300万円）。

助 成 対 象
外国特許庁への出願時に要した費用（翻訳費・外国出願料・外
国代理人費用・手数料等）
●国内出願費用、PCT出願費用、国内出願・PCT出願の弁理士
費用は認められません。

●日本国特許庁に支払う料金（特許印紙含む）は対象外です（マド
リッド協定議定書に基づく国際登録出願に要する費用など）。
●複数の国でも、外国出願に要する費用は対象となります。
●出願費用だけを対象とするので、登録料は対象となりません
（同時に支払う場合は登録料相当分のみ対象外とします）。

条 件
●岩手県内で事業を営む中小企業（個人、組合含む）であること。申
請時点で事業を実施していない個人は対象となりません。

●当センターへの応募段階において日本国特許庁に特許出願
（PCT出願を含む）していること。
●日本国特許庁に国内出願（日本国特許庁への出願は、当該年度
内である必要はありません）した者で、年度内に優先権を主張し
て（商標権をのぞく）外国特許庁に出願を行う者。

●今年度内に外国への直接出願または指定国への国内段階移行
が完了するもの。

●外国への出願手続きが完了している（出願料金等を納付済み）場
合は対象となりません。

●優先権を主張しないものは、日本国内出願による新規性喪失で拒
絶されるおそれがあるので、対象となりません（商標権をのぞく）。

　いわて産業振興センターでは、地域の方を対象に支援機関等からのセミナー・イベ
ント・制度案内などの情報を、メールで相互共有できるサービスを提供しております。
　このサービスは「メーリングリスト」を利用しており、情報を受け取るだけではなく、
メンバーからの情報発信もでき、相互の情報交換が行えるようになっております。
　6月現在、県内外約800名の登録をいただいております。ご活用くださいますよう
お願いいたします。

中小企業者 いわて産業振興センター

国内弁理士等

要請・
支払い

支援
手続き・支払い

登録はこちらから http://www.joho-iwate.or.jp/platform/

※枠がなくなった場合、受け付けを終了します。予算に余裕
が発生した場合は、第2次公募を行います。

第1次公募締切 6月30日（予定）

震災復興総合支援事業

　センター（公益財団法人いわて産業振興センター）では、東日
本大震災で被災された事業者の皆様の復興に向けた事業の再
開をお手伝いするため、無料で経営相談、各種専門家を派遣
等することによるアドバイスを行っております。
　まずは、ご相談ください。

震災からの復興をお手伝いします。
まず、ご相談ください！無料

相談・支援の費用は

(公財)いわて産業振興センター　産業支援グループ　総合支援チーム
〒020-0857　盛岡市北飯岡2-4-26
℡019-631-3823　　Fax019-631-3830　　E-mail joho@joho-iwate.or.jp
※申込書はいわて産業振興センターのホームページでダウンロードできます

お問い合わせ
お申し込みは

まずは下記にご相談ください。当センターの窓口経営相談員がお応えします。

　センターには、企業支援に経験豊富な中小企業診断士、税理
士、司法書士、社会保険労務士等のほか経営実務に実績のあ
る大企業・中堅企業の人材が約200名登録頂いております。
　貴社のニーズに適した専門家を４回まで無料で派遣し
てアドバイスを行います。

●事業再建計画を策定したい。
●資金調達を検討したい。
●組織活性化し、目標の管理をしたい。
●販路の開拓を行いたい。
●事業の承継を考えたい。
●人材の育成をしたい。
●転業・新事業展開を検討したい。
●就業規程を見直したい。
●生産の管理を行いたい。
　等々

相談・支援事例

派遣する専門家

お
知
ら
せ

お
知
ら
せ
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